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研究成果の概要：兵庫県下の地域経済活性化のため、社会科学系大学の産学官連携の取組と

その成果を学術的・実証的に分析・検討を行い、中小企業の存立を理論的に体系化した。

そのテーマとして、第１に、兵庫県下の中小企業の景況について分析し、企業・経済団体の事

業再生についての提言の可能性を模索した。第２に、産業クラスター創生のための理論的基礎

について整理した。第３に、地域リーダーとのコラボレーションと、地域の経営資源の可能性

を検討した。
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１．研究開始当初の背景

産学（官）連携の重要性が言われて久しい。

しかしこれまで重要視されてきた産学（官）

連携とは、誤解を恐れずに言えば、主として

技術シーズを提供する自然科学系大学・学部

と、その技術シーズを基に起業化・事業化を

試みる民間企業との連携であったように思わ

れる。こうした産学（官）連携は、大学発ベ

ンチャーなど新規起業の増加をはじめ、民間

企業の事業化にとって非常に大きな貢献が

期待されることは間違いないであろう。

しかしながら、大学には経営学部や経済学

部、商学部など社会科学系の大学・学部があ

る。自然科学系大学・学部が民間企業に保有

技術など知的財産を移転するかのように、社
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会科学系大学・学部で蓄積された知見やアイ

デアなど知的財産を民間企業に移転するこ

とで、民間企業の振興や発展に何らかの貢献

をすることはできないのであろうか。このよ

うな社会科学系大学・学部と民間企業、そし

て行政との産学官連携についての検討は、学

術的にも実務的にもこれまで十分であった

とは言えない。以上のような、背景があった。

２．研究の目的

本研究は、兵庫県立大学の社会科学系学部

である本学経営学部と、地元兵庫県下の中小

企業ならびに中小企業支援機関、さらには行

政との間で新しい産学官連携を構築し、地域

振興に貢献すると期待される実践型経営の取

組のあり方を検討していくことを目的として

いる。

そこで、兵庫県立大学経営学部は、旧神戸

商科大学の建学以来、兵庫県の地域経済･企業

経営に対し、地域に密着した育成・振興活動

を実践してきた。こうした実践経験は、地域

の再生・創造に関わる大学・学部と教育のあ

り方について貴重な教訓を蓄積し、すでに県

下の諸組織との連携の基盤を構築している。

兵庫県立大学経営学部が有する機能を基礎

におき、新規の雇用創出主体として中小・ベ

ンチャー企業の創業・第二創業（経営革新）

を実現していく体制を構築させることによ

り、地域経済の再生・創造を目指していく。

その具体的なテーマとして、本研究では、

研究期間内に行う基本的なテーマとして下

記の3点を設定する。

(1)地域の再生・創造に関わる人材を育成し、
教育するためのプログラムの開発である。
(2)事業創造型産学（官）連携モデル創出に
よる創発的学習環境の形成である。
(3)事業の広域化によるモデルの実現である。
以上が研究の目的である。

３．研究の方法

初年次である平成 19 年度には、まず少数の

モデル地区を対象に「臨床研究」を行う。さ

らに臨床研究手法の改善を行うとともに、モ

デル地区となる市町村の対象を広げ、「実験経

営学」のフレームを構築する。最終年次であ

る平成 20 年次は、確立された「実験経営学」

を広く兵庫県下の市町村に適用し、地域再

生・創造を図る。実施に当たり、大学と地元

の緊密な連携を確保するため、直ちに「プロ

ジェクト・チェンバー」を地元に設置する。

本研究の遂行にあたっては、神戸市、養父

市、淡路島の 3 地域に「プロジェクト・チェ

ンバー」設置を予定している。このチェンバ

ーは、地元自治体、各種団体、住民組織、NPO、

そして本研究メンバーなどから構成されるプ

ロジェクト推進のための組織であるが、その

マネジメントの中核として各地域の商工会を

位置づける。大学と地元との緊密･有効なパー

トナーシップ形成において重要な役割を果た

すものと位置づけており、本研究の大きな特

色ともなっている。

【平成 19 年度実施計画・方法】

研究期間内に行う基本的なテーマとして以

下の 3点を遂行していく。

第 1 は、地域の再生・創造に関わる人材を

育成し、教育するためのプログラムの開発で

ある。兵庫県には地場産業のほか、地域の経

営資源を生かした地域産業が数多く存在して

いる。まず初年次である平成 19 年度には神戸

市、養父市、淡路島の 3 地域をモデル地区と

して次の取組を行う。

(1)相互型インターンシップ・学生提案型事業

創造

モデル地区内の企業を対象に相互型インタ

ーンシップを行う。通常のインターンシップ

とは異なり、就業体験のほかに受入先企業の

経営分析を行い、現状と課題についてとりま

とめる。これにより、受入先企業の経営戦略

の見直し等、創業・第二創業（経営革新）に

つなげる。さらに、受入先企業から中小企業

経営者等を大学教育に参加してもらい、フィ

ードバックを図る。

(2)地域リーダーとのコラボレーション

モデル地区の経営者や後継者を対象に、本

学教員によるリレー講義を行い、地域活性化

に向けた問題意識の醸成と共有化を図る。ま

た、ワークショップによりテーマ毎の分析を

共同作業で行う。この成果をもとに、臨床研

究の場としてのクラスター、すなわち事業創

造型産学（官）連携モデルの形成を試みる。

初年次は準備段階として、各地区の地域資源

の棚卸作業等を行い、地域再生・創造に向け

た課題を抽出する。

【平成 20 年度実施計画・方法】

(1)神戸市、養父市、淡路島の 3地域に対して

は初年次の研究内容を継続する。

(2)兵庫県下において、兵庫県商工会連合会・

兵庫県中小企業家同友会の協力の下、3 地域

（尼崎市・丹波市・神河町等を想定）におい

ても「プロジェクト･チェンバー」を組織化し、

アクション･プログラム策定を支援する。この

際、プログラム策定の基礎となる地域実態の

調査、プログラム構築等において、学生との

協働を行う。

(3)本取組による地域再生・創造のための支援



体制を強化するため、地域金融機関との事業

連携を行う。こうしてより多様な視点からの

議論を大学教育に組み込むことが可能となる。

新たな 3地域での取組では、平成 19 年度に実

習した学生が、新規に参加した学生の支援を

行う。

(4)本研究の成果を実績として公表し、対象地

域を兵庫県全域に拡大する。

(5)総合的な報告と評価に関わる議論を国内
外の有識者を含めてシンポジウム形式で実
施する。

４．研究成果

本研究は、兵庫県立大学の社会科学系学部

である本学経営学部と、地元兵庫県下の中小

企業ならびに中小企業支援機関、さらには行

政との間で新しい産学官連携を構築し、地域

振興に貢献すると期待される実践型経営の取

組のあり方を検討していくことを目的として

いた。

地域経済を担う民間企業、それを束ねる商

工会議所・商工会や各種中小企業団体は、ビ

ジネスモデルの老朽化により、成長能力を失

いつつある場合が少なくない。必要なのは中

小企業やベンチャー企業を中心とした民間

企業による創業や第二創業（経営革新）であ

る。また、地域の再生･創造にとっても、地

域の多様な主体と外部の様々な主体が情報

を共有し、たえず変化する地域環境に機動的

に即応するプロセスが必要である。地域の再

生・創造には、中小・ベンチャー企業の存立

維持を果たし、成長を実現することが不可欠

であり、また企業の存立維持・成長なくして、

地域の再生・創造は達成できない。こうした

循環を社会科学系の大学・学部が実現に協力

することで、良き経済社会を発展させること

が可能となる。こうして公共の利益を増進し、

豊かで充実した社会づくりを創造すること

ができる。

そのために、兵庫県立大学経営学部は、旧

神戸商科大学の建学以来、兵庫県の地域経済･

企業経営に対し、地域に密着した育成・振興

活動を実践してきた。こうした実践経験は、

地域の再生・創造に関わる大学・学部と教育

のあり方について貴重な教訓を蓄積し、すで

に県下の諸組織との連携の基盤を構築してき

た。兵庫県立大学経営学部が有する機能を基

礎におき、新規の雇用創出主体として中小・

ベンチャー企業の創業・第二創業（経営革新）

を実現していく体制を構築させることにより、

地域経済の再生・創造を目指してきた。

２年次である平成 20 年次は、確立された

「実験経営学」を広く兵庫県下の市町村に適

用し、地域再生・創造を図る。実施に当たり、

大学と地元の緊密な連携を確保するため、直

ちに「プロジェクト・チェンバー」を地元に

設置する。

本研究は基本的に兵庫県立大学経営学部に

所属する教員 2 名から構成されているが、本

研究を遂行するにあたっては教員 2 名だけで

は不十分である。したがって、中小・ベンチ

ャー企業の経営者はもちろんのこと、中小・

ベンチャー企業の各支援機関との連携を構築

し、研究体制を充実していく必要がある。そ

こで、本研究では、すでに連携事業を行って

いる６団体である養父市商工会、兵庫県商工

会連合会・兵庫県中小企業家同友会・神戸商

工会議所・神戸信用金庫・尼崎地域産業活性

化機構を拠点として位置づけ、展開していく。

研究期間内に行う基本的なテーマとして以

下の２点を実現した。

①相互型インターンシップ・学生提案型事業

創造

モデル地区内の企業を対象に相互型インタ

ーンシップを行った。通常のインターンシッ

プとは異なり、就業体験のほかに受入先企業

の経営分析を行い、現状と課題が浮き彫りに

なり、受入先企業の経営戦略の見直し等、創

業・第二創業（経営革新）が具体化された。

受入先企業から中小企業経営者等を大学教育

に参加の実現を目指そうとした。

②地域リーダーとのコラボレーション

モデル地区の経営者や後継者を対象に、本

学教員によるリレー講義を行い、地域活性化

に向けた問題意識を明確にし、問題解決への

糸口を生み出した。リレー講義が参加者であ

る経営者や後継者お互いの意見交換の場とし

ても有効に発揮した。また、ワークショップ

によりテーマ毎の分析を共同作業で行った。

この成果をもとに、臨床研究の場としてのク

ラスター、すなわち事業創造型産学（官）連

携モデルの形成を試みようとした。
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